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フローチャート

現状把握

問題意識

問題の本質

政策提言

天下り候補生の増加

多社共通技能を
形成せよ！

社内特殊技能を用いた
天下りの増加

社内特殊技能を用いた
天下りは悪いのか

利益誘導につながり、
非効率が生まれる

なぜ社内特主技能が
形成されるのか

年功賃金システムが
原因

多社共通技能を
評価せよ！

論点 主張
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天下りを
根絶せよ！！

渡辺喜美行革担当大臣＠国会

新人材バンク
導入！！

？

序章 WhatWhat’’ss 公務員制度改革！？公務員制度改革！？

天下りって本当に悪いことなの？

新人材バンクで天下りはなくなるの？



4

を用いた天下りを用いた天下り

序章 WhatWhat’’s s 天下り！？天下り！？

多社共通技能多社共通技能 社内特殊技能社内特殊技能

天下り 官庁の幹部が退職後、関係企業や団体
の高い地位につくこと。 （広辞苑より）

公務員制度の
問題点ではないか
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序章 自民党、民主党の天下り対策自民党、民主党の天下り対策

新人材バンク

自民党

各省庁が天下りをあっせん

新人材バンクが

天下りを一括してあっせん

天下りに多社特殊技能が必要

社内特殊技能を用いた
天下りを解消

実際は各省庁があっせん

社内特殊技能を用いた
天下りを解消できない

一括管理には事務処理の

コストが莫大にかかるため、

新人材バンクは機能しない



6

序章 自民党、民主党の天下り対策自民党、民主党の天下り対策

新人材バンク

自民党

天下り根絶法案

民主党

各省庁が天下りをあっせん

新人材バンクが

営利企業への天下りを2年間禁止
禁止期間を5年間に拡大し、

非営利法人への天下りも禁止天下りを一括してあっせん

天下りに多社特殊技能が必要 天下りを徹底して禁止

社内特殊技能を用いた
天下り解消

実際は各省庁があっせん

多社共通技能を用いた
天下りも禁止

社内特殊技能を用いた
天下りを解消できない
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序章 自民党、民主党の天下り対策自民党、民主党の天下り対策

新人材バンク

自民党

天下り根絶法案

民主党

各省庁が天下りをあっせん

新人材バンクが

営利企業への天下りを2年間禁止
禁止期間を5年間に拡大し、

非営利法人への天下りも禁止天下りを一括してあっせん

天下りに多社特殊技能が必要 天下りを徹底して禁止

転職力のない
天下り解消

実際は各省庁があっせん

一括管理には事務処理の

コストが莫大にかかるため、

新人材バンクは機能しない

転職力のある
天下りも禁止

転職力のない人の
天下りを解消できない

自民党自民党、、民主党民主党の天下り対策では・・・の天下り対策では・・・

社内特殊技能社内特殊技能を用いた天下りをを用いた天下りを

解消解消できないできない
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現状把握
社内特殊技能を用いた社内特殊技能を用いた
天下り候補生はどれぐらいいるか？天下り候補生はどれぐらいいるか？
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公務員全体の数 ８級以上のⅠ種国家公務員と指定職の割合

天下り候補生は増加

天下りを待つ国家Ⅰ種公務員

平成9年～18年度版「公務員白書」人事院より作成
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自己都合退職した国家公務員（Ⅰ種）
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財務省

文部科学省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

その他省庁

「衆議院議員江田憲司君提出天下りの禁止と府省の人材確保、新人材バンク等
に関する質問に対する答弁書」より作成

８５人

１６９人

２８５人

現状把握 近年国家近年国家ⅠⅠ種公務員の転職が増加種公務員の転職が増加

多社共通技能を持った人材の流出
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問題意識
社内特殊技能を用いた社内特殊技能を用いた

天下りは悪いのか天下りは悪いのか

官僚組織

AA社社 BB社社 CC社社

○○業界：入札競争

90 100 90

天下りがない場合
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問題意識
社内特殊技能を用いた社内特殊技能を用いた

天下りは悪いのか天下りは悪いのか

官僚組織

AA社社 BB社社 CC社社

○○業界：入札競争

90 100 90

多社共通技能を用いた天下りの場合

天下り先の提案に付加価値を与え、
正当な競争のもとで入札権を獲得

110
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問題意識
社内特殊技能を用いた社内特殊技能を用いた

天下りは悪いのか天下りは悪いのか

官僚組織

AA社社 BB社社 CC社社

○○業界：入札競争

90 100 90

社内特殊技能を用いた天下りの場合

より良い提案が選ばれない
不公平な競争を生み出してしまう
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年功賃金システムとは？

問題の本質
なぜ多社共通技能が
形成されないのか

年齢

給
与

業
績

定年

業績業績

給与給与

出典：樋口（２００１）
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問題の本質
なぜ多社共通技能が
形成されないのか

年齢

給
与

業
績

定年

業績業績

給与給与
業績業績＞給与給与

正当に
評価されていない

転職したいというインセンティブが生まれる

a b0
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問題の本質
なぜ多社共通技能が
形成されないのか

年齢

給
与

業
績

定年

業績業績

給与給与

多社共通技能を持たないため、転職できない

a b0

業績業績＜給与給与

社内特殊技能を

習得させる
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問題の本質
なぜ多社共通技能が
形成されないのか

年齢

給
与

業
績

定年

業績業績

給与給与

多社共通技能を持たないため、転職できない

a b0

業績業績＜給与給与

自社内技能を

習得させる

年功賃金システムが原因で年功賃金システムが原因で
多社共通技能を形成できない多社共通技能を形成できない
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ビジョン

多社共通技能の形成
～年功賃金をぶっ壊せ！～

目標①
政策立案・課題解決力を評価

目標②
業務効率の改善を評価

手段①
長期的政策の成果を

昇進に反映

手段②
短期的改善の成果を

賞与に反映

手段③
プロセスを基本給に反映

手段③
プロセスを基本給に反映

政策提言 多社共通技能を形成せよ！多社共通技能を形成せよ！
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官僚
I氏

長期的政策

成果

XX年後

評価シート作成
・評価決定

公開

上司
K氏

マスコミ
F社

監
視
す
る
こ
と
で

よ
り
公
平
な
評
価
に

昇進に反映

政策提言 手段①長期的政策の成果を評価
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改善点発見

官僚
S氏

成果を
シートに記入

評価決定

上司
M氏Sato

Matsunami

賞与に反映

政策提言 手段②短期的改善の成果を評価
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手段①②で評価
できなかったものを補う

本人評価

上司評価

同僚・部下評価

多社共通技能を持っているのかどうか、

客観的に評価する

成果にいたるまでのプロセス
（主体性、協調性、専門知識）

を評価

政策提言 手段③プロセスを評価



21各省、各部門がそれぞれの役割に必要なものを設定
専門
知識

（ビジョンの提示・能力伸長のための
指導）

（公正な評価を行う）
（自分の担当の仕事以外にも積極
的に関わる）

指導・育成適切な評価業務分担にとらわれない組織
育成

（お互いが合意できる点を認識でき
る）

(相手の立場になって考えること）
（合意形成獲得の第一歩となる仲
良くなること）

共通点認識客観視点信頼獲得
合意
形成

協調
性

（周囲の事柄に対しても責任をとれ
る）

(自分の責任をとることで生まれる積
極性）

（約束を守る）

粘り強さ、責任感積極性納期遵守

責任

（課題を伝え、周囲に良い影響を与え
る）

（自らの課題を伝える）（見せる力、単純に伝える力）

影響力課題伝達力伝達力
情報
共有

（組み立てた情報から判断を下す）（集めた情報を組み立てる）（集める）

判断力論理力情報収集
決断

主体
性

Lv.3Lv.2Lv.1キー
ワード

多社共通技能の評価項目

政策提言 手段③プロセスを評価



22各省、各部門がそれぞれの役割に必要なものを設定
専門
知識

（ビジョンの提示・能力伸長のための
指導）

（公正な評価を行う）
（自分の担当の仕事以外にも積極
的に関わる）

指導・育成適切な評価業務分担にとらわれない組織
育成

（お互いが合意できる点を認識でき
る）

(相手の立場になって考えること）
（合意形成獲得の第一歩となる仲
良くなること）

共通点認識客観視点信頼獲得
合意
形成

協調
性

（周囲の事柄に対しても責任をとれ
る）

(自分の責任をとることで生まれる積
極性）

（約束を守る）

粘り強さ、責任感積極性納期遵守

責任

（課題を伝え、周囲に良い影響を与え
る）

（自らの課題を伝える）（見せる力、単純に伝える力）

影響力課題伝達力伝達力
情報
共有

（組み立てた情報から判断を下す）（集めた情報を組み立てる）（集める）

判断力論理力情報収集
決断

主体
性

Lv.3Lv.2Lv.1キー
ワード

多社共通技能の評価項目

Ａ～Ｅの5段階評価

Ａ・・・「基準を上回る」 →昇格の可能性
Ｂ・・・「基準をやや上回る」
Ｃ・・・「基準通り」
Ｄ・・・「基準をやや下回る」
Ｅ・・・「基準を下回る」 →降格の可能性

政策提言 手段③プロセスを評価
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専門知識
Ｌｖ．2

業務分担に
とらわれない

信頼獲得
協調性
Ｌｖ．1

積極性

課題伝達力

論理力

主体性
Ｌｖ．2

総
合
評
価

項目
別評
価

具体的な事例

総
合
評
価

項目
別評
価

具体的な事例

総
合
評
価

項目別
評価具体的な事例

最終
評価

同僚・部下評価上司評価本人評価

求められる
一般的技能

官僚Ａさんの評価シート

政策提言 手段③プロセスを評価
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政策提言 まとめ

年功賃金システムが原因で年功賃金システムが原因で
多社共通技能を形成できない多社共通技能を形成できない

市場に悪影響を及ぼす

政策立案・課題解決力を評価 業務効率の改善を評価

官の力を最大限引き出す
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ご清聴ありがとうございま
した。


